
不同意件
数

協議対象外
件数

内閣官房 平成26年3月31日 428 0 0 平成26年4月8日

平成27年1月6日 413 0 0 平成27年3月30日

平成27年2月5日 257 0 0 平成27年3月30日

内閣法制局 平成26年12月12日 171 0 0 平成27年1月26日

平成27年3月4日 93 0 0 平成27年3月30日

人事院 平成26年3月31日 8,551 0 0 平成26年4月8日

復興庁 平成26年3月17日 45 0 0 平成26年8月12日

内閣府 平成26年3月26日 412 12 0 平成26年4月8日

平成26年7月30日 4,933 0 0 平成27年2月17日

宮内庁 平成26年3月31日 1,124 0 0 平成26年4月8日

公正取引委員会 平成26年3月17日 1,952 6 1 平成26年6月30日

平成27年1月7日 984 0 0 平成27年3月30日

警察庁 平成26年3月17日 33,850 4 11 平成26年12月3日

平成26年3月17日 4,727 0 0 平成26年12月26日

金融庁 平成27年1月13日 3,702 0 0 平成27年1月26日

平成27年3月4日 3,111 0 0 平成27年3月23日

消費者庁 平成27年3月4日 333 0 0 平成27年3月30日

総務省 平成26年4月17日 45 0 0 平成26年4月23日

平成26年7月3日 34 0 0 平成26年9月29日

平成26年10月17日 23 0 0 平成26年10月24日

平成27年2月26日 14,256 0 0 平成27年3月23日

公害等調査委員会 平成26年11月28日 143 0 0 平成26年12月24日

法務省 平成26年3月17日 37,095 0 1 平成27年1月29日

検察庁 平成26年3月17日 15,334 2 0 平成26年12月26日

平成26年3月17日 450 0 0 平成27年1月29日

平成26年3月17日 235 0 0 平成27年2月17日

平成26年3月26日 557 0 0 平成26年12月26日

平成26年3月26日 1,294 0 0 平成27年1月29日

平成26年3月31日 320 0 0 平成26年12月26日

平成26年5月14日 119 0 0 平成26年12月26日

平成26年5月21日 137 0 0 平成26年12月26日

平成26年5月26日 2 0 0 平成26年12月26日

平成26年7月11日 1,428 0 0 平成26年12月26日

平成26年7月11日 1,252 0 0 平成27年1月29日

外務省 平成26年7月30日 48 0 0 平成26年8月12日

平成26年9月19日 79 0 0 平成26年10月10日

財務省 平成26年5月14日 75,429 0 0 平成26年5月27日

国税庁 平成26年2月24日 390,670 0 0 平成26年10月10日

平成26年5月26日 1,387 0 0 平成26年6月2日

内閣府の依頼に基づく廃棄に係る協議に関する助言実施状況（平成26年度）

行政機関名 助言の求め
助言実施件

数

（助言実施の内）

回答日
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平成26年5月26日 3,234 0 0 平成26年6月16日

厚生労働省 平成26年5月14日 212,239 0 0 平成26年6月11日

農林水産省 平成26年8月12日 48,924 0 0 平成26年9月2日

経済産業省 平成26年9月12日 3,966 0 0 平成26年9月29日

資源エネルギー庁 平成26年9月12日 189 0 0 平成26年9月29日

中小企業庁 平成26年9月12日 69 0 0 平成26年9月29日

国土交通省 平成26年2月24日 3,597 0 0 平成26年4月30日

平成26年6月19日 93,563 0 0 平成26年7月9日

平成27年1月5日 78,176 2 0 平成27年2月18日

運輸安全委員会 平成26年10月9日 732 0 0 平成26年10月28日

平成26年12月19日 1,174 0 0 平成27年1月26日

観光庁 平成26年12月15日 32 0 0 平成27年1月26日

防衛省 平成25年3月27日 249,402 126 9 平成26年9月29日

平成26年12月2日 646,126 0 0 平成27年1月8日

合計 1,946,846 152 22

１）　各行政機関の長から内閣総理大臣への公文書管理法第８条第２項に基づく廃棄の同意に係る協議について、
　　内閣府からの助言の求めに基づき、廃棄の適否に関して助言を行った。
２）　助言実施件数は、平成26年度に助言を実施した行政文書ファイル等の件数である。
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